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(57)【要約】
【課題】ターゲットと磁石ユニットとの距離の調整の自
由度を高めることができるスパッタリングカソードを提
供すること。
【解決手段】本発明の一実施形態に係るスパッタリング
カソードは、ターゲット１の裏面に対向する位置に配置
される複数の磁石ユニット７と、ターゲット１と磁石ユ
ニット７との間の距離を各々の磁石ユニット７ごとに個
別に調節する距離調節機構とを有する。また、スパッタ
リングカソードは、複数の磁石ユニット７をターゲット
の裏面に平行に往復移動させる往復移動機構を有する。
複数の磁石ユニット７、距離調節機構及び往復移動機構
を、真空排気することが可能な磁石室に収容しても良い
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ターゲットを支持するための面に対向する位置に配置される複数の磁石ユニットを備え
るスパッタリングカソードであって、
　前記磁石ユニットの各々は、
　前記磁石ユニットの磁石と、
　前記面に対する前記磁石の距離を調節する距離調節機構と、
　前記磁石を前記面に平行に往復移動させる往復移動機構とを有し、
　前記往復移動の方向とは異なる所定の方向に沿って、前記磁石ユニットが配置されてい
ることを特徴とするスパッタリングカソード。
【請求項２】
　前記所定の方向に沿って配置された複数の磁石ユニットは、前記所定の方向を長手方向
とする磁石ユニット群を形成しており、
　前記磁石ユニット群は、前記往復移動の方向に沿って複数列配置されていることを特徴
とする請求項１に記載のスパッタリングカソード。
【請求項３】
　請求項１に記載のスパッタリングカソードを備えることを特徴とするスパッタリング装
置。
【請求項４】
　前記ターゲットを配置するための成膜室と、
　前記磁石ユニットが配置された磁石室とをさらに備え、
　前記磁石室は、前記成膜室を真空排気する排気系とは別の排気系によって真空排気され
ることを特徴とする請求項３に記載のスパッタリング装置。
【請求項５】
　請求項３に記載のスパッタリング装置を制御するための制御装置であって、
　同一のターゲットを用いる所定の成膜において、成膜条件を成膜途中で変化させる場合
、該変化毎に、前記磁石ユニットの各々において、前記成膜条件の変化による膜厚分布の
増大を抑制するよう前記距離を調節するように前記距離調節機構を制御することを特徴と
する制御装置。
【請求項６】
　前記磁石ユニットの各々に対する、各成膜条件に最適な、前記磁石の位置に関する位置
情報が記憶された記憶手段と、
　成膜条件を成膜途中で変化させる場合、前記記憶手段を参照して、前記磁石ユニットの
各々に対する、変化後の成膜条件に対応する位置情報を取得する取得手段と、
　前記取得された位置情報に基づいて、磁石ユニットの各々の前記距離を制御するように
距離調節機構を制御する手段と
　をさらに備えることを特徴とする請求項５に記載の制御装置。
【請求項７】
　減圧されたチャンバ内に配置した基板と対向する位置にターゲットを装着し、該ターゲ
ットの裏面側に複数の磁石ユニットを備えたマグネトロン方式のカソードを用いたスパッ
タリングによる成膜方法であって、
　同一のターゲットを用いたスパッタリングによる成膜の途中で成膜条件を変化させる場
合、該変化毎に、前記磁石ユニットの各々において、前記成膜条件の変化による膜厚分布
の増大を抑制するように、前記ターゲットと前記磁石との間の距離を制御することを特徴
とする成膜方法。
【請求項８】
　減圧されたチャンバ内に配置した基板と対向する位置にターゲットを装着し、該ターゲ
ットの裏面側に複数の磁石ユニットを備えたマグネトロン方式のカソードを用いたスパッ
タリングによる電子装置の製造方法であって、
　同一のターゲットを用いたスパッタリングによる成膜の途中で成膜条件を変化させる場
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合、該変化毎に、前記磁石ユニットの各々において前記成膜条件の変化による膜厚分布の
増大を抑制するように、前記ターゲットと前記磁石との間の距離を制御することを特徴と
する電子装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特にマグネトロンスパッタリング装置に用いられるスパッタリングカソード
、スパッタリングカソードを備えたスパッタリング装置、成膜方法及び電子装置の製造方
法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、スパッタリング装置のスパッタリングカソード構造として、各種方式のスパ
ッタリングカソード構造が提案されている。その中でも、マグネトロン方式のスパッタリ
ングカソードは、膜形成速度が速いため、工業的に最も多く使用されている。
【０００３】
　従来から、マグネトロン方式のカソードには様々なタイプのものが存在している。現在
のところ、マグネトロン方式のスパッタリングカソードを有するスパッタリング装置の中
では、特に、平面形状を有するターゲットを備えたプレーナマグネトロンカソードを搭載
したものが、工業的に最も有用である。
【０００４】
　平面形状を有するターゲットを備えたスパッタリング装置は、主に、半導体、電子部品
等の電子装置の製造に用いられる。特に、電子装置の中でも、液晶ディスプレイ(LCD)パ
ネルや太陽電池等の製造においては、矩形のマグネトロン方式のスパッタリングカソード
を備えたスパッタリング装置が電極や配線の形成に用いられている。近年、このＬＣＤパ
ネルや太陽電池の大型化に伴い、スパッタリング装置には大面積の基板上に薄膜を堆積す
ることがより一層求められている。
【０００５】
　例えば、多層膜からなる電子装置の一例として、一般的な化合物半導体による薄膜太陽
電池がある。
　その基本構造の一例としては、ＳＬＧ（ソーダライムガラス）の基板上に、裏面電極（
プラス電極）となるＭｏ電極層を成膜し、そのＭｏ電極層上に光吸収層を成膜し、その光
吸収層上にＺｎＳ、ＣｄＳ等からなるバッファ層を介して、マイナス電極となるＺｎＯ：
Ａｌ等からなる透明電極層を成膜したものを挙げることができる。これらの成膜は、それ
ぞれマグネトロン方式のカソードを用いたスパッタリングにより行われている。
【０００６】
　一般に、平面矩形形状を有するターゲットを備えたプレーナマグネトロンカソードには
、１台ないし複数台の平面矩形状の磁石ユニットが用いられる。矩形形状の磁石ユニット
は軟磁性体からなるヨーク上に、中心磁極となる棒状の磁石と、それを取り囲む外周磁極
とが配置されて構成されている。中心磁極と外周磁極との極性は、互いに反するようにな
っている。
【０００７】
　大面積の基板上に薄膜を形成する技術が、特許文献１に開示されている。特許文献１に
は、矩形形状の複数の磁石ユニットを用い、各々の磁石ユニットの間隔を独立に調整でき
るようになっていると共に、ターゲットと磁石表面との距離を調整できる機構を磁石ユニ
ットの長辺方向（長手方向）の両端に備えたカソードの構成が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平８－１９９３５４号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　以上から明らかなように、磁石ユニットを備えるカソードを用いた成膜においては、磁
石ユニットの長手方向におけるプラズマの密度分布を均一にできるので、特許文献１に記
載の方式は非常に有力である。しかしながら、このような有力な構成であっても、膜厚分
布のより一層の向上のために、まだ改善しなければならない課題が残されている。
【００１０】
　特に、特許文献１に示された構成では、各磁石ユニットの長辺方向両端にのみ、ターゲ
ットと磁石表面との距離を調整できる機構が設けられている。そのため、磁石ユニットの
長辺方向の膜厚分布を調整するには磁石を傾斜させるしかなく、膜厚分布の調整を含めた
成膜の自由度が制限されていたという課題が残されていた。
【００１１】
　また、各磁石ユニットを揺動運動させるための駆動系と、ターゲットと磁石表面との距
離を調整する機構とが一体化している。そのため、磁石ユニットを駆動させるための機構
が複雑になり、メンテナンス等の作業に困難性を生じるなど、改善されるべき課題が残さ
れている。
【００１２】
　さらに、特許文献１に示された構成では、各磁石ユニットを揺動運動させるための駆動
系と、ターゲットと磁石表面との距離を調整する機構とが大気側に配置されている。真空
側である成膜室の内部と大気側とは、ターゲットを支持するバッキングプレートによって
隔てられているが、成膜室の内部が真空排気されているときにはバッキングプレートに大
きな圧力が常に加わっている。そのため、被成膜物である基板の大型化に伴ってターゲッ
ト及びバッキングプレートを大型化させた場合には、大気圧との圧力差によるそれらの反
り量の増加をもたらす。その結果、ターゲット上の磁場分布の不均一性から膜厚分布が不
均一になることがある。
【００１３】
　そこで本発明は、ターゲットと磁石ユニットとの距離の位置調整の自由度を高めること
ができるスパッタリングカソード、及びそのスパッタリングカソードを備えたスパッタリ
ング装置を提供することを目的とする。
【００１４】
　他の目的は、上記ターゲットと磁石ユニットとの距離の調整に要する時間を短縮可能な
スパッタリングカソード、及びそのスパッタリングカソードを備えたスパッタリング装置
を提供することである。
【００１５】
　さらには、本発明に係るスパッタリングカソードを備えたスパッタリング装置を用いて
、成膜の開始と終了の途中で成膜条件を変更しても、膜厚分布を増大させない成膜方法及
び電子装置の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の第１の態様は、ターゲットを支持するための面に対向する位置に配置される複
数の磁石ユニットを備えるスパッタリングカソードであって、前記磁石ユニットの各々は
、前記磁石ユニットの磁石と、前記面に対する前記磁石の距離を調節する距離調節機構と
、前記磁石を前記面に平行に往復移動させる往復移動機構とを有し、前記往復移動の方向
とは異なる所定の方向に沿って、前記磁石ユニットが配置されていることを特徴とする。
【００１７】
　また、本発明の第２の態様は、スパッタリング装置であって、上記第１の態様のスパッ
タリングカソードを備えることを特徴とする。
【００１８】
　また、本発明の第３の態様は、上記第２の態様のスパッタリング装置を制御するための
制御装置であって、同一のターゲットを用いる所定の成膜において、成膜条件を成膜途中
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で変化させる場合、該変化毎に、前記磁石ユニットの各々において、前記成膜条件の変化
による膜厚分布の増大を抑制するよう前記距離を調節するように前記距離調節機構を制御
することを特徴とする。
【００１９】
　また、本発明の第４の態様は、減圧されたチャンバ内に配置した基板と対向する位置に
ターゲットを装着し、該ターゲットの裏面側に複数の磁石ユニットを備えたマグネトロン
方式のカソードを用いたスパッタリングによる成膜方法であって、同一のターゲットを用
いたスパッタリングによる成膜の途中で成膜条件を変化させる場合、該変化毎に、前記磁
石ユニットの各々において、前記成膜条件の変化による膜厚分布の増大を抑制するように
、前記ターゲットと前記磁石との間の距離を制御することを特徴とする。
【００２０】
　さらに、本発明の第５の態様は、減圧されたチャンバ内に配置した基板と対向する位置
にターゲットを装着し、該ターゲットの裏面側に複数の磁石ユニットを備えたマグネトロ
ン方式のカソードを用いたスパッタリングによる電子装置の製造方法であって、同一のタ
ーゲットを用いたスパッタリングによる成膜の途中で成膜条件を変化させる場合、該変化
毎に、前記磁石ユニットの各々において前記成膜条件の変化による膜厚分布の増大を抑制
するように、前記ターゲットと前記磁石との間の距離を制御することを特徴とする。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、ターゲットと磁石ユニットとの距離の調整の自由度を高めることがで
き、および／またはその調整に要する時間を短縮することができるスパッタリングカソー
ド、及びそのスパッタリングカソードを備えたスパッタリング装置を提供することができ
る。
　また、そのため、磁石ユニットはそれぞれ独立した距離調節機構及び往復移動機構を有
するため、同等の形状の磁石ユニットの中から、故障や調整を要する磁石ユニットに対し
てのみ、交換等でそのメンテナンスができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の一実施形態に係るスパッタリングカソードの縦断面図である。
【図２】図１に示したスパッタリングカソードの縦断面図である。
【図３】図１等に示したスパッタリングカソードの磁石室内部の構成を示す正面図である
。
【図４】図１等に示したスパッタリングカソードの磁石室内部の構成を示す背面図である
。
【図５Ａ】本発明の実施例１における下層、上層及び両者を合わせた膜厚分布状態と、下
層及び上層の成膜時の模式的磁石ユニット配置とを示す図である。
【図５Ｂ】本発明の実施例１における下層、上層及び両者を合わせた膜厚分布状態と、下
層及び上層の成膜時の模式的磁石ユニット配置とを示す図である。
【図５Ｃ】本発明の実施例１における下層、上層及び両者を合わせた膜厚分布状態と、下
層及び上層の成膜時の模式的磁石ユニット配置とを示す図である。
【図６Ａ】本発明の比較例１における下層、上層及び両者を合わせた膜厚分布状態と、下
層及び上層の成膜時の模式的磁石ユニット配置とを示す図である。
【図６Ｂ】本発明の比較例１における下層、上層及び両者を合わせた膜厚分布状態と、下
層及び上層の成膜時の模式的磁石ユニット配置とを示す図である。
【図６Ｃ】本発明の比較例１における下層、上層及び両者を合わせた膜厚分布状態と、下
層及び上層の成膜時の模式的磁石ユニット配置とを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下に、本発明の代表的な実施の形態を添付図面に基づいて説明する。なお、本明細書
で説明する図面で、同一機能を有するものは同一符号を付け、その繰り返しの説明は省略
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する。
【００２４】
　図１は本発明の一実施形態に係るスパッタリングカソードの縦断面図であり、図２は図
１に示したスパッタリングカソードにおいて、矢印２０の方向から見た横断面図である。
図１及び図２は、共にスパッタリングカソードの磁石室１０ａ内部の構成を主に示してい
る。
【００２５】
　また、図３は、図１に示したスパッタリングカソードの磁石室１０ａ内部の構成におい
て、矢印３０の方向から見た正面図であり、図４は、その磁石室１０ａ内部の構成におい
て、矢印４０の方向から見た背面図である。
【００２６】
　図１に示すように、本実施形態のスパッタリングカソードは、ターゲット１に接触して
これを支持するバッキングプレート２と、インシュレータ３を有する隔壁板９と、カソー
ドボディ１０とを有している。カソードボディ１０の内部には磁石室１０ａが形成されて
おり、その中に複数の磁石ユニット７（点線）が配置されている。
【００２７】
　なお、カソードボディ１０の内部空間は、隔壁板９とＯリング５とによって磁石室１０
ａとして封止されている。そのため、ターゲット１が配置される成膜室（不図示）を排気
する排気系とは異なる排気系を用いて、カソードボディ１０内の磁石室１０ａを真空排気
することができる。
【００２８】
　また、隔壁板９は、スパッタリングが行われるスパッタリング装置内の不図示の空間（
以下、「成膜室」という。）を形成する真空壁４に取り付けられている。隔壁板９と真空
壁４との間はＯリング５によって真空シールされている。ここで「スパッタリング装置」
とは、少なくとも、ターゲット１が配置される成膜室とスパッタリングカソードとを備え
る装置である。更に、スパッタリングによる成膜前に行われる加熱等の処理室や、真空と
大気との間で被成膜物を搬送するための搬送室等を備えることもできる。
【００２９】
　まず、本発明に係るスパッタリングカソードでは、ターゲット１とマグネット６との間
の距離を調節する距離調節機構と、磁石ユニット７をターゲット１の裏面に平行に往復移
動させる往復移動機構との両方を有する磁石ユニット７が、カソードボディ１０の磁石室
１０ａ内に複数個収容され、複数の磁石ユニット７が、所定の方向（例えば、磁石ユニッ
トを構成する中心磁石の長手方向）に沿って並ぶように配置されていることを特徴として
いる。以下では、磁石ユニット７の距離調節機構について説明する。
【００３０】
　ここで、各々の磁石ユニット７は、マグネット６、磁石ユニット支持部１１、磁石台座
１２、スライドユニット１６、ガイドレール１３、シャフト１４を有しており、アクチュ
エータ１５を介してカソードボディ１０に連結されている。
【００３１】
　磁石ユニット支持部１１、磁石台座１２、スライドユニット１６、ガイドレール１３、
シャフト１４及びアクチュエータ１５は、各々の磁石ユニット７ごとに個別に設けられて
いる。
【００３２】
　アクチュエータ１５から出力された駆動力は、シャフト１４、ガイドレール１３、スラ
イドユニット１６、磁石台座１２、磁石ユニット支持部１１を介してマグネット６を駆動
させる。シャフト１４は、カソードボディ１０に設けられた穴を通って延びており、カソ
ードボディ１０に設けられた穴とシャフト１４との間は、ターゲット１の裏面に垂直な方
向にシャフト１４が自由に動くことができるように真空シールされている。
【００３３】
　また、磁石ユニット支持部１１は、揺動台座８に設けられた穴を通ってマグネット６に
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連結され、ターゲット１の裏面に垂直な方向に自由に動くように揺動台座８に支持されて
いる。
【００３４】
　次にアクチュエータ１５について説明する。
　アクチュエータ１５の制御は、コンピュータ１９、コントローラ１８及びディスプレイ
２１を有する制御装置により制御されており、コンピュータ１９で設定された位置（間隔
）へ磁石ユニット７を移動させることができるようになっている。磁石ユニット７の各々
の位置は、コンピュータ１９により自由に設定することができる。すなわち、コンピュー
タ１９は、駆動対象の磁石ユニット７に対応するアクチュエータ１５を駆動させて、上記
駆動対象の磁石ユニット７が有するマグネット６をターゲット１の裏面に垂直方向（マグ
ネット６の面内に垂直方向）に移動させる。
【００３５】
　また、上記制御装置は、所定の指令あるいはデータなどを入力するキーボードあるいは
各種スイッチなどを含む入力操作部（不図示）をさらに有することができる。よって、ユ
ーザが該入力操作部を介して所定の指示を入力すると、上記制御装置（コンピュータ）は
、該受け付けた指示に従って、対象となる磁石ユニット７が有するマグネット６を所定の
位置に移動させることができる。
【００３６】
　なお、上記コンピュータは、スパッタリング装置に内蔵されていても良いし、別個の装
置であっても良い。
【００３７】
　また、コンピュータ１９にはディスプレイ２１が接続されており、コンピュータ１９に
設定されている成膜条件と磁石ユニット７の位置関係を表示することができるようになっ
ている。また、この表示から成膜条件と磁石ユニット７の位置の組み合わせを選択するこ
とができるようにすることも可能である。この場合は、ユーザは、入力操作部を介して、
上記成膜条件と磁石ユニット７の位置との組み合わせを選択し、制御装置に入力すれば良
い。
【００３８】
　このような構成を採ることで、各々の磁石ユニット７は、ターゲット１とマグネット６
との間の距離を独立に調節する距離調節機構をなしている。該距離調節機構は、マグネッ
ト６とターゲット１との間の距離を調節することを本質としている。該ターゲット１は、
少なくとも成膜時において、ターゲット支持部としてのバッキングプレート２上に配置さ
れることになる。従って、バッキングプレート２のターゲット支持面に対するマグネット
６の距離を調節できれば、ターゲット１とマグネット６との間の距離を調節することがで
きる。よって、本発明の距離調節機構は、ターゲットを支持する面に対する、マグネット
６の距離を調節しているとも言える。
【００３９】
　例えば、後述するように、本発明のスパッタリングカソードを用いれば、同一ターゲッ
トによる成膜において、成膜の開始と終了とで、成膜された膜の物性、例えば表面粗さ等
を変化させることができるよう、成膜の途中で少なくとも１回以上ターゲットと磁石ユニ
ットの距離を変化させることができる。
【００４０】
　カソードボディ１０の磁石室１０ａを真空排気しない場合には、隔壁板９には大気圧が
加わることになる。この場合は、“背景技術”の欄にて述べたように、隔壁板９の反りの
原因となる。しかしながら、本実施形態では、磁石室１０ａに成膜室とは異なる排気系を
設け、該磁石室１０ａ内を真空排気することができるので、成膜室が真空排気される際に
、磁石室１０ａ内を真空排気することができる。すなわち、本実施形態の構成によれば、
カソードボディ１０の磁石室１０ａを排気する排気系とは異なる排気系により減圧される
成膜室（不図示）と、カソードボディ１０内の磁石室との圧力差を少なくして、隔壁板９
に加わる圧力を小さくすることができる。従って、成膜室を真空排気する場合であっても
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、成膜室内と磁石室１０ａ内との圧力差を抑えることができ、隔壁板９に生じる反りを抑
えることができる。
【００４１】
　したがって、本実施形態によれば、隔壁板９の板厚を十分に薄くすることができるため
、ターゲット１の裏面とマグネット６との間の距離を短くすることができる。その結果、
ターゲット１上に形成される磁場の分布を不均一にすることなく、かつ、磁場強度をより
強くすることができる。
【００４２】
　ただし、隔壁板９に大気圧が加わらないようにするため、成膜室（不図示）を大気圧か
ら排気する場合には、必ずカソードボディ１０内の磁石室１０ａと同時に排気を行わなく
てはならない。カソードボディ１０内の磁石室１０ａを真空から大気圧にする場合にも、
同様に成膜室（不図示）と同時に大気圧にする必要がある。
【００４３】
　ターゲット１とバッキングプレート２は、インシュレータ３を介して隔壁板９に取り付
けられるため、スパッタリングを行う際にはターゲット１とバッキングプレート２にのみ
電力が印加される。従って、カソードボディ１０内の構造物を同電位に保つことができ、
内部の圧力に寄らず異常放電が起こらないようにすることができる。
【００４４】
　なお、バッキングプレート２の内部には冷却水を通水する通水路（不図示）が構成され
ており、この通水路に冷却水を通水することによってターゲット１を冷却するようになっ
ている。
【００４５】
　次に、磁石ユニット７を含めた往復移動機構について説明する。
　揺動台座８は、スライドユニット１６を介してカソードボディ１０に取り付けられてい
る。揺動台座８は、揺動台座８に取り付けられたボールネジ１７が不図示の駆動系によっ
て回転させられると、スライドユニット１６上でターゲット１の裏面に平行な方向に揺動
（往復運動）するように構成されている。
【００４６】
　従って、揺動台座８がこのように揺動することで、マグネット６、磁石ユニット支持部
１１、磁石台座１２及びスライドユニット１６も、ガイドレール１３上をターゲット１の
裏面に平行な方向に揺動する（図３の矢印３１の方向）。
【００４７】
　磁石ユニット７の各々をターゲット１の裏面に平行に往復移動させる往復移動機構は、
上記揺動台座８、ボールネジ１７、磁石ユニット支持部１１、磁石台座１２及びスライド
ユニット１６を有している。
【００４８】
　なお、揺動台座８が揺動するときに、ガイドレール１３、シャフト１４及びアクチュエ
ータ１５はカソードボディ１０に固定されているため、ターゲット１の裏面に平行な方向
に動かない。
【００４９】
　このように、本実施形態の構成では、マグネット６をターゲット１の裏面に平行に動作
させる往復移動機構と、マグネット６を含む磁石ユニット７をターゲット１の裏面に垂直
に動作させる距離調節機構とは、互いに独立して動作するようになっている。
【００５０】
　すなわち、アクチュエータ１５およびスライドユニット１６の作動は、コンピュータ１
９、コントローラ１８及びディスプレイ２１を備える制御装置により制御されており、コ
ンピュータ１９で設定された位置へ磁石ユニット７（マグネット６）を移動させることが
できるようになっている。
【００５１】
　すなわち、磁石ユニット７の位置は、コンピュータ１９により自由に設定することがで
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きる。また、コンピュータ１９にはディスプレイ２１が接続されており、コンピュータ１
９に設定されている成膜条件と磁石ユニット７（マグネット６）の位置関係を表示するこ
とができるようになっている。また、この表示から成膜条件と磁石ユニット７（マグネッ
ト６）の位置の組み合わせを選択することができるようにすることも可能である。従って
、ユーザは、ディスプレイ２１に表示された情報に基づいて、入力操作部を介して所望の
条件を設定することができる。
【００５２】
　また、本発明の一実施形態では、本発明に係るスパッタリングカソードを用いて、スパ
ッタリング装置は、一定の成膜条件下で予備的に成膜を行いながら、非接触式の膜厚セン
サで膜厚の分布状態を測定し、この測定結果をコンピュータ１９に入力して、ターゲット
１と磁石ユニット７（マグネット６）の間の垂直距離を調整することを繰り返す連続式の
テストを行う。このような測定によって、コンピュータ１９は、当該成膜条件下での膜厚
分布をより大きく抑えるように調整することができる各磁石ユニット７（マグネット６）
の位置を知ることができる。このように取得された位置情報は、コンピュータ１９が備え
る記憶手段としてのメモリに記憶させれば良い。
【００５３】
　このような測定として例えば、スパッタリング装置は、一定の成膜条件下で成膜を行い
、得られた膜の膜厚の分布状態を上記膜厚センサ等により測定する。該測定が行われると
、コンピュータ１９は、該測定結果に基づいて、膜厚分布が小さくなるように磁石ユニッ
ト７の各々の移動量を算出し、該移動量に基づいて、距離調節機構を制御する。この制御
により、スパッタリング装置は、膜厚のムラ（膜厚分布）が小さくなる方向へターゲット
1と所定の磁石ユニット７との間の垂直距離を調整し、再び同じ成膜条件下での成膜を行
うことを繰り返す試験的な成膜を行う。このような成膜により、コンピュータ１９は、当
該成膜条件下での膜厚分布をより大きく抑えることができる各磁石ユニット７（マグネッ
ト６）の位置を知ることができる。このように取得された位置情報は、コンピュータ１９
が備える記憶手段としてのメモリに記憶させれば良い。
【００５４】
　ターゲット１と磁石ユニット７の間の垂直距離を調整する場合は、一般に、膜厚が厚い
箇所に対応する磁石ユニット７（マグネット６）はターゲット２から遠ざけ、膜厚が薄い
箇所に対応する磁石ユニット７（マグネット６）はターゲット２に近付けることで行われ
る。よって、上記移動量の算出の際には、例えばコンピュータ１９が、膜厚の測定結果か
ら、他の領域に対して相対的に膜厚が厚い（薄い）領域を抽出する。次いで、コンピュー
タ１９は、該抽出結果に基づいて、膜厚が厚い場合はその領域に対応する磁石ユニットと
ターゲットとの距離を大きくするように制御し、膜厚が薄い場合はその領域に対応する磁
石ユニットとターゲットとの距離を小さくするように制御すれば良い。
【００５５】
　このようにして、本発明の一実施形態では、種々の成膜条件、例えば、ターゲット種、
その消費電力、スパッタ電力等と、当該成膜条件下での膜厚分布をより小さく抑えること
ができる各磁石ユニット７の位置との関係を、予め、コンピュータ１９に記憶させておき
、実際の生産時に使用する成膜条件をコンピュータ１９に入力しておく。これにより、各
磁石ユニット7を、膜厚分布が増大しない最適な位置へ自動的に移動させることができる
。
【００５６】
　さらに、１回の成膜途中においても、上記のような成膜条件に対応する膜厚分布を増大
させない最適な磁石ユニット７（マグネット６）の位置をコンピュータ１９が記憶してい
るため、成膜条件を成膜の開始と途中で変更することができる。すなわち、本発明の一実
施形態では、コンピュータ１９のメモリに、磁石ユニット７の各々に対する、各成膜条件
に最適な位置に関する位置情報が記憶されている。よって、コンピュータ１９は、同一の
ターゲットを用いる所定の成膜において、成膜条件を成膜途中で変化させる場合、上記メ
モリを参照して変化後の成膜条件に対応する位置情報を取得する。次いで、コンピュータ
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１９は、該位置情報に基づいて、上記成膜条件の変化毎に、磁石ユニットの各々において
、磁石ユニットとターゲットとの間の垂直距離を、成膜条件の変化による膜厚分布の増大
を抑制するように制御することができる。
【００５７】
　図３は、ターゲット１の裏面側から揺動台座８を見た上面を示す図である。
　図３に示すように、マグネット６は、中心磁極となる棒状の磁石と、それを取り囲む、
該中心磁極とは反対の磁性を有する外周磁極とを有している。図示の縦方向（マグネット
６の中心磁極の長手方向）に５つのマグネット６を含む磁石ユニット７が並べられ、図示
横方向にも５つの磁石ユニット７（マグネット６）が並べられており、合計で２５台の磁
石ユニット７（マグネット６）が格子状に配置されている一例である。矢印３１はマグネ
ット６の移動方向である。
【００５８】
　本実施形態では、所定の方向（例えば、マグネットの中心磁極の長手方向）に複数の磁
石ユニット７（図３では、５個の磁石ユニット）を配置することで磁石ユニット群を形成
し、上記所定の方向に対して垂直方向（図３では、矢印３１方向）に上記磁石ユニット群
を複数列（群）配置している。このように配置することで、１つのメイン磁石ユニットを
、磁石ユニット７の往復移動方向と垂直方向である上記所定の方向に細分化し、該細分化
されたサブ磁石ユニットのそれぞれに距離調節機構を設けることになる。従って、従来で
は、上記メイン磁石ユニットの両端でのみしか距離が調節できなかったが、本発明では、
上記所定の方向に沿って任意の領域においても距離の調節を行うことができる。すなわち
、本実施形態では、位置調整可能な領域を磁石ユニットが配置される領域の全域に分布さ
せることができるので、上記所定の方向に沿って配置された磁石ユニット群の両端のみな
らず、任意の領域においても、ターゲットと磁石ユニットとの間において適切な距離を確
立することができる。よって、ターゲットと磁石ユニットとの間の距離の位置調整の自由
度を向上することができる。
【００５９】
　なお、上記所定の方向は、上記往復移動方向と垂直な方向に限らず、該往復移動方向と
一致する方向以外であればいずれの方向であっても良い。上記所定の方向を往復移動方向
と垂直な方向ではない方向に設定する場合、磁石ユニット群の長手方向が所定の方向とな
るように、所定の距離だけずらしながら磁石ユニットを配置すれば良い。
【００６０】
　ただし、往復移動方向に垂直な方向を上記所定の方向とすれば、磁石ユニットの各々を
、ターゲットに対して対照的に配置することができるので、図３に示すように所定の方向
を往復移動方向に対して垂直方向とすることは好ましい。
【００６１】
　図４に示すように、複数の磁石ユニット７は、ターゲット１の裏面に対向する位置に、
ターゲット１の裏面と略平行な面内において縦横方向に格子状に配置されている。例えば
、図３の符号３２のマグネット６は、図４の符号４２に対応している。
　このように、一列５つの磁石ユニット７が５列並んだ場合でも、ガイドレール１３は、
少なくとも両隣の列のガイドレール１３と重なり合わないように配置されている。
　言い換えれば、ガイドレール１３及びスライドユニット１６等の磁石ユニット７を構成
する部材は、縦方向及び横方向に１つおきに配置されている。
【００６２】
　図４に示すように、磁石ユニット７の構成部材の各々に含まれるガイドレール１３は全
て同じ方向（図４の横方向、すなわち往復移動方向）に延びているが、複数の、磁石ユニ
ット７の構成部材は上記のように格子状に配置されている。従って、ガイドレール１３を
互いに隣接する他のガイドレール１３の中央部付近まで延ばした構成にすることができる
。
【００６３】
　このような構成にしても、ガイドレール１３は構造的に互いに干渉せず、磁石ユニット
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７の揺動振幅を十分に広く設定することができ、また、その揺動振幅や揺動周期も任意に
変更することができる。
【００６４】
　すなわち、本発明の一実施形態では、ガイドレール１３の各々では、その長手方向が磁
石ユニット７の往復移動方向と一致しており、ガイドレール１３の各々について、長手方
向に隣接したガイドレールに対して、ガイドレールの長手方向と垂直方向にずらして配置
している。従って、ガイドレールの長手方向に隣接したガイドレール同士を重ねるように
配置できるので、スペースの縮小化を図ることができる。また、本発明の特徴的な構成の
１つである、ターゲットと磁石ユニットとの距離の位置調整の自由度を高めるために、磁
石ユニットを格子状に配置する構成においても、ガイドレールの長手方向に隣接したガイ
ドレールの中心同士を近づけることができる。よって、マグネットの中心磁極の長手方向
に沿って磁石ユニットを複数列配置して構成される磁石ユニット群同士を近づけることが
できるので、より膜厚を均一にすることができる。
【００６５】
　上記のように、本実施形態は、複数の磁石ユニット７を駆動することにより、ターゲッ
ト１とマグネット６との間の距離を調節する距離調節機構と、磁石ユニット７をターゲッ
ト１の裏面に平行に往復移動させる往復移動機構とが、カソードボディ１０の磁石室１０
ａ内に収容されている。
【００６６】
　このような構成を採ることで、成膜室（不図示）及びカソードボディ１０の磁石室１０
ａを真空に保った状態のまま、隔壁板９に加わる圧力を低減してその反り量を小さくした
状態にすることができる。さらに、各々のマグネット６とターゲット１の裏面との間の距
離を、磁石ユニット７のターゲット１に対する平行状態が維持されたまま、任意に調節す
ることができる。さらには、その調節後の磁石ユニット７の配置位置が維持されたまま、
全ての磁石ユニット７を同期させてターゲット１の裏面に平行な方向に揺動して、所定の
プロセス条件でスパッタリングすることができる。
【００６７】
　（実施例１）　
　７３０ｍｍ×９２０ｍｍの大きさの基板に、７台の平面矩形形状の磁石ユニットが背面
側に設けられたモリブデンのターゲットを備えた、図１及び図２で説明した本発明に係る
スパッタリングカソードを備えたスパッタリング装置を用いて電子装置の一例として太陽
電池の製造を行った。
　化合物半導体を備える太陽電池は、裏面電極（プラス電極）となるＭｏ電極層を成膜し
、そのＭｏ電極層上に光吸収層を成膜し、その光吸収層上にＺｎＳ、ＣｄＳ等からなるバ
ッファ層を介して、マイナス電極となるＺｎＯ：Ａｌ等からなる透明電極層の各薄膜を形
成して製造される。
【００６８】
　これらの成膜は、それぞれマグネトロン方式のカソードを用いたスパッタリングにより
行われているが、ここでは、電極となるＭｏ電極層の成膜を試みた。
　成膜は、途中でコンピュータに記憶させた膜厚分布を増大させない最適な磁石ユニット
の位置に基づいて、１回成膜条件を変化させて、下層（初期の成膜条件による層）と上層
（変化後の成膜条件による層）の二層の積層膜を連続的に形成した。成膜開始の膜質と成
膜後の膜質について成膜条件を変更することにより、両者の膜質を変えることができるた
めである。このようにすることで、積層膜間の密着性等の薄膜間相互の特性を制御できる
。
【００６９】
　Ｍｏ電極層形成のスパッタリングガスとしてはアルゴンを用い、成膜室であるチャンバ
内に基板をセットし、チャンバ内を排気した後、排気しながらアルゴンをチャンバ内に９
０ｓｃｃｍの流量で供給し、チャンバ内の圧力を０．４Ｐａに維持した。６０ｋＷのスパ
ッタ電力を、直流可変電源からカソードに供給してスパッタリングによる成膜を３０秒間
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行って、下層として、平均膜厚１５０ｎｍのモリブデン膜を成膜した。
　この下層の成膜時には、予め、コンピュータに記憶させておいた、上記圧力とスパッタ
電力下でのモリブデンの成膜に際して膜厚分布を小さくできる磁石ユニットの配置を適用
した。下層の膜厚分布は±１４％であった。
【００７０】
　次いで、上層として、スパッタ電力を４５ｋＷに変化させると共に、アルゴン流量を３
００ｓｅｃｃｍ（４．９１ｍｌ/ｓｅｃ）としてチャンバ内の圧力を４Ｐａに変化させ、
スパッタリングによる成膜を３０秒間行って、平均膜厚１００ｎｍのモリブデン膜を成膜
した。
　この上層の成膜時には、予めコンピュータに記憶させておいた、上記圧力とスパッタ電
力下でのモリブデンの成膜に際して膜厚分布を小さくできる磁石ユニットの配置を適用し
た。上層の膜厚分布は±４．６％で、上層と下層を合わせた膜厚分布は±８．５％であっ
た。
【００７１】
　下層、上層及び両者を合わせた積層膜の膜厚分布状態と、下層及び上層の成膜時の模式
的磁石ユニット配置とを図５Ａ～５Ｃに示す。
【００７２】
　（比較例１）　
　下層の成膜時における磁石ユニットの配置が、実施例１の上層の成膜時における磁石ユ
ニットの配置と同じとした以外は、実施例１と同様のスパッタリング条件にして下層及び
上層の成膜を行った。その結果、下層の膜厚分布は±３８％、上層の膜厚分布は±４．６
％、上層と下層を合わせた膜厚分布は±２３％であった。
【００７３】
　下層、上層及び両者を合わせた膜厚分布状態と、下層及び上層の成膜時の模式的磁石ユ
ニット配置とを図６Ａ～６Ｃに示す。
　このように、本発明に係るスパッタリングカソードを備えたスパッタリング装置を用い
て成膜を行うことにより、成膜の開始と終了の途中で成膜条件を変更しても、膜厚分布を
増大させないことが確認された。
　同様の製造方法により、そのＭｏ電極層上に光吸収層を成膜し、その光吸収層上にＺｎ
Ｓ、ＣｄＳ等からなるバッファ層を介して、マイナス電極となるＺｎＯ：Ａｌ等からなる
透明電極層を形成して電子装置の一例である太陽電池が製造された。
【００７４】
　なお、アクチュエータ１５は大気圧側であるカソードボディ１０の外側に設置されてい
る。そのため、アクチュエータ１５から発生する熱をその周囲の空気に逃がすことができ
る。アクチュエータ１５を真空空間内に備えた構成の場合には、アクチュエータ１５から
発生する熱を逃がすための手段を備える必要があるが、本実施形態のようにアクチュエー
タ１５を大気圧側に備えた場合にはそのような手段を備える必要がない。
【００７５】
　また、アクチュエータ１５を真空空間内に備えた構成の場合には、真空空間内でも作動
するアクチュエータを選択する必要があるが、本実施形態のようにアクチュエータ１５を
大気圧側に備えた場合にはそのような特別なアクチュエータを用いる必要はない。
【００７６】
　また、本実施形態の構成によれば、アクチュエータ１５の移動量を、ターゲット１の消
耗量に応じて個別に制御することで、各々の磁石ユニット７の個々のブロックとターゲッ
ト１との距離を自動的に調整することができる。あるいは、アクチュエータ１５の移動量
を、スパッタリング装置の成膜室（不図示）内に備えられている膜厚測定器（不図示）か
らの指示値に応じて個別に制御することで、形成された膜の膜厚分布を自動的に調整する
ことができる。
【００７７】
　以上、添付図面を参照して本願発明の好ましい実施形態を説明したが、本願発明はかか
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る実施形態に限定されるものではなく、添付の特許請求の範囲の記載から把握される技術
的範囲において種々の形態に変更可能である。
【符号の説明】
【００７８】
１　　ターゲット
６　　マグネット
７　　磁石ユニット
８　　揺動台座
１０　カソードボディ
１０ａ　磁石室
１１　磁石ユニット支持部
１２　磁石台座
１３　ガイドレール
１４　シャフト
１５　アクチュエータ
１６　スライドユニット
１７　ボールネジ

【図１】 【図２】
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